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諮問第152号 

答 申 

第１ 審査会の結論 

      福島県知事（以下「実施機関」という。）が、令和４年８月８日付け４危管第1947

号で行った公文書一部開示決定について、実施機関の判断は妥当ではなく、開示   

すべきである。 

 

第２ 審査請求に係る経過 

１ 審査請求人は、令和４年７月22日付けで、福島県情報公開条例(平成12年福島県条

例第５号。以下「条例」という。)第５条の規定により、実施機関に対して、「令和

３年４月に実施した原子力関係部局長会議（以下「本件会議」という。）の議事録と、

会議に際して使用した、または前後に作成した文書、メモ、録音データと送受信した

電子メールを含む電磁的記録の一切」について、公文書開示請求（以下「本件開示請

求」という。）を行った。 

 ２ これに対して実施機関は、本件開示請求に対応する公文書として、「第１回原子力

関係部局長会議 会議開催結果報告書、音声データ」、「第２回原子力関係部局長会

議 会議開催結果報告書、音声データ」及び「原子力関係部局長会議についての通知

書（第１回、第２回）」（以下「対象公文書」という。）を特定した。 

このうち、「第１回及び第２回会議開催結果報告書内の議事録（マスコミ非公開

部分）、音声データ（マスコミ非公開部分）」及び「第２回会議開催結果報告書内の

配布資料（マスコミ非公開部分）」（以下「本件不開示部分」という。）について条

例第７条第５号及び第６号に基づき不開示とする一部開示決定（以下「本件処分」と

いう。）を行い、審査請求人に通知した。 

３ 審査請求人は、本件処分を不服として、令和４年８月12日付けで、行政不服審査法

（平成26年法律第68号）第２条の規定により、実施機関に対し審査請求を行った。 

４ 実施機関は、条例第19条第１項の規定により、令和４年10月27日付けで、同条第２

項に規定する弁明書の写しを添えて当審査会へ諮問を行った。 

５ 審査請求人は、条例第26条の２の規定により、令和４年11月22日付けで、同条第１

項第１号に規定する反論書を実施機関に提出した。 

 

第３ 審査請求人の主張 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消し、本件不開示部分の開示を求めるものである。 

２ 審査請求の理由 

審査請求の理由は、審査請求書及び反論書によると、次のとおりである。 

  (1) 本件会議の開催経緯 

   ア 本件会議は、政府が令和３年４月13日に決定した、東京電力福島第一原子力発

電所における多核種除去設備等処理水（以下「ALPS処理水」という。）を海洋

放出するとした基本方針（以下「基本方針」という。）を受け、福島県知事、

副知事及び福島県庁の関係部局長が出席の上、同年４月14日、同15日に開催さ
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れたものである。 

14日の会議では基本方針の内容の確認とこれに関する意見交換がなされ、15

日の会議では関係部局の意見を集約し、福島県として申し入れ意見が取りまと

められている。 

取りまとめられた意見（令和３年４月15日付「福島第一原子力発電所におけ

る処理水の処分に係る申し入れについて」（以下「当該意見」という。））は、

15日午後に福島県知事が上京の上、経済産業大臣と面談した際に文書で手渡さ

れた。 

   イ 国におけるALPS処理水の処分に関する論点整理は、少なくとも平成25年以降、

継続して行われており、その経過全てが経済産業省等のホームページで公開さ

れている。 

「多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会」が令和２年２月10日

に出した報告書を踏まえて断続的に開催された「関係者の御意見を伺う場」で

は、ALPS処理水の処分に関し、関係者間の賛否や懸念が様々存在することが露

見しており、報道も広くなされている。 

  (2)  本件会議が開催された経緯と経過に鑑みた原決定の不当性について 

ア ALPS処理水の処分に関し、関係者の懸念や賛否があることは本件会議以前に広

く県民に知られていた状態であり、ALPS処理水の処分に係る論点については、既

に「一定の整理」がなされていたのだから、本件会議で行われた議論は、「一定

の整理」がなされた論点に新たに必要な検討を加え、当該意見として整理するこ

とに主眼があったものといえる。 

  そうすると、不開示とされた本件会議の議事録等の内容は、既に広く県民に知

られていたALPS処理水の処分に関する関係者の懸念を含む多様な意見や、「一定

の整理」がなされた論点を振り返るなどした内容がほとんどである。 

  そこに、新たに必要な検討を加えた形で当該意見が取りまとめられたとしても、

その検討自体は相応の監督的地位と指揮監督権限を有する福島県知事、副知事及

び部局長の職責にある者による幅広で総合的な議論であると想定されるから、そ

の内容が公になったとしても、条例第７条第５号の定める「率直な意見の交換若

しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ」が生じるとは考え難い。 

イ また、本件会議は当該意見を取りまとめることに主眼があったのであるから、

当該意見の取りまとめから１年以上経過した開示請求時点において、本件会議の

議論の内容が公になることで「率直な意見の交換」が不当に損なわれる事態とは

何なのか不明であるし、「意思決定の中立性」が不当に損なわれる事情は想定し

難い。 

ウ ALPS処理水の処分に関して関係者間に懸念や賛否があり、既に県民に知られて

いた状況であることから、本件会議の議論の内容を公にすることで、ことさら

「県民等の間に不当に混乱を生じさせる」状況は想定し難い。 

さらに、ALPS処理水の海洋放出に伴う風評被害発生のおそれを指摘し、関係省

庁に対し万全の対策を講じるよう求め、政府に対しALPS処理水の取扱いに関する

理解が深まるように関係者に対する説明と理解を尽くすよう求める当該意見の内
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容を踏まえれば、公になることで「県民等の間に不当な混乱」が生じるとは考え

難い。 

仮に、本件会議の議事録等に条例第７条第５号の規定に著しく触れる内容が

あったとしても、その部分のみに限定して不開示とすれば足りる。 

エ 当該意見は、令和３年４月15日に経済産業大臣に文書として提出され、政府は

その内容を踏まえて令和３年８月24日に「ALPS処理水の処分に伴う当面の対策の

取りまとめ」を決定しており、その内容は、本件会議を経て取りまとめられた当

該意見の求めるところはほとんど反映されており、当該意見の作成から１年以上

が経過した現時点において、本件会議の議事録等を公にすることで事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼす事情は考え難く、本件会議の議事録等の大部分を不

開示とする理由はない。 

(3) 条例の趣旨目的に鑑みた原決定の不当性について 

ア 条例の制度趣旨は、「県民の県政に対する理解と信頼を深め、公正で開かれ

た県政を推進するために不可欠なもの」であり、県の保有する情報は原則とし

て「県民と共有するもの」（条例前文）であるから、不開示とできる公文書の

情報の条件について定めた条例第７条第５号及び第６号の規定は、あくまで

「例外規定」と解され、その適用には慎重さが求められる。 

   イ 条例第７条第６号イについてみると、本件会議でまとめられた当該意見は、

ALPS処理水の海洋放出処分に伴う風評被害発生のおそれを指摘し、その対策に

ついて関係省庁に万全の対策を講じるよう求めるものであり、その趣旨は「県、

国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人の財産上の利

益」をむしろ守るよう求めるものであり、ひいては「当事者としての地位を不

当に害するおそれ」を未然に防止するよう求めるものである。 

 そうすると当該意見を取りまとめるに至った本件会議の議事録等の内容が、

「財産上の利益」や「当事者としての地位」を不当に害する記載を含むとは考

え難く、この規定をもって不開示とする理由はない。 

 また、仮に規定に著しく触れるような記載が本件会議の議事録等にあったと

しても、その部分のみに限定して不開示とすれば足りる。 

   ウ 条例第７条第６号イ以外の各号については、趣旨が異なるため不開示の理由と 

はならない。 

   エ 条例第７条第５号についてみると、本件会議は基本方針に関し、風評被害発生 

の懸念等を整理し、関係省庁に万全の対策を求めることを主眼として開かれ、

その議論の内容を集約して当該意見が取りまとめられたといえる。 

 当該意見の意図するところは、ALPS処理水の処分に係る問題は、政府と東京

電力の責任で対策に万全を尽くすよう求め、「風評の問題も含め、日本全国に

関わる問題」との認識が県民のみならず、国民全体に広がるよう求めるものと

いえる。 

 県民には知る権利があり、本件会議の議論の内容等を県民が知ることは、当

該意見の求めるところの背景について理解を深め、問題の所在を学ぶことにも

資するものであり、特段の理由なく秘匿とするのは不合理である。 
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 条例７条第５号は「不当に県民等の間に混乱を生じさせるおそれ」があると

きは、不開示情報となり得ると規定するが、本件会議の議論の内容が、仮に

「県民等の間に混乱を生じさせるもの」であっても、「不当に」でない限り、

その内容は開示されるべきである。 

(4) 結論 

   以上のことから、本件不開示部分は条例第７条第５号及び第６号に該当せず、開

示されるべきである。 

(5) その後の開示決定との関係について 

     令和６年１月29日付けで、本件開示請求と同一内容の開示請求が審査請求人から

なされたのに対して、ALPS処理水の海洋放出の時機を迎えたことから開示決定がな

され、対象公文書は審査請求人に全部開示されている。 

   しかし、当初の本件処分について不服があることから、審査請求を維持して判断

を求める。 

  

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関の本件処分の理由は、弁明書及び口頭による理由説明を総合すると次の

とおりである。 

 １ 対象公文書の不開示理由 

(1)  本件開示請求に係る原子力関係部局長会議は、国が決定した基本方針について、 

県の対応方針を協議・検討するために開催したものである。 

  基本方針については、令和３年４月から２年程度後を目途に海洋放出するとい

うものであるが、これに対しては反対意見や、新たな風評の発生を懸念する意見

や陸上保管による復興への影響を危惧する意見等様々な意見が示されている。 

 海洋放出をめぐる賛否等の議論は今後も継続するものと見込まれ、基本方針に

ついては、状況の変化に応じながら、国や東京電力に対し、県としての立場や意

見を申し入れる必要があり、県としての協議・検討は継続していくこととしてい

る。 

(2)  対象公文書のうち不開示とした部分は、「４月15日に開催した本件会議資料」及

び「本件会議の議事録及び音声データのうちマスコミ非公開で開催した部分」であ

る。 

  これらは、いずれも、１年以上前に開催された会議の内容であるが、県におい

て協議・検討中の情報に該当し、不開示部分を開示することで、審議途中の未確

定な情報が確定した情報として受け取られ、県民等の間に誤解や混乱を生じさせ

るおそれがある。 

 また、資料名、資料構成や資料の記載内容、発言者、発言内容や発言量を公に

することにより、一部の意見に焦点が当たり協議・検討が十分でないという意見

が出されるなど、外部からの干渉、圧力等の影響を受けることなどにより、今後

の率直な意見の交換、意思決定の中立性が損なわれるおそれがあることから、条

例第７条第５号に該当すると判断し、不開示とした。 

(3)  同様に、資料名、資料構成や資料の記載内容、発言者、発言内容や発言量を公に 
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することにより、県の協議・検討に係る過程が明らかになり、今後、国や東京電

力に対する追加の申し入れにも影響を与える可能性が認められ、当事者としての

地位を不当に害するおそれがあり、条例第７条第６号イに該当すると判断し、不

開示とした。 

２ 審査請求の理由について 

(1) 本件会議が開催された経緯と経過に鑑みた原決定の不当性について 

ア  審査請求人は、本件会議の議事録等の内容は、既に広く県民に知られていた

ALPS処理水の処分に関する多様な意見や、論点を振り返るなどした内容がほとん

どであると思われ、それに、新たに必要な検討を加えた形で当該意見が取りまと

められたとしても、その検討自体は福島県知事以下原子力関係部局長らによる幅

広で総合的な議論であると想定されるから、本件会議の議事録等の内容が公に

なったとしても、「率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれ」が生じるとは考え難いと主張している。 

また、審査請求人は、本件会議は意見を取りまとめることに主眼があったのだ

から、当該意見の取りまとめから１年以上が経過した現時点において、本件会議

の議論の内容が公になることで「率直な意見の交換」が不当に損なわれる事態と

は何なのか不明であるし、当該意見が取りまとめられた経緯と経過に鑑みれば、

議論の内容が公になることで「意思決定の中立性」が不当に損なわれる事情は想

像し難いとも主張する。 

   イ  しかし、基本方針については、今後も、状況の変化に応じながら、国や東京電

力に対し、県としての立場や意見を申し入れる必要があり、県としての意思決定

は継続して行うものである。 

このため、１年以上前に開催された本件会議についても、不開示部分について

は、公にすることにより、外部からの干渉、圧力等の影響を受けることなどによ

り、今後の率直な意見の交換、意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるため、

条例第７条第５号に該当し、不開示とするべきである。 

  ウ また、審査請求人は、ALPS処理水の処分に関して関係者間に懸念や賛否がある

ことは、当時既に県民に知られていたといえ、公にしても「県民等の間に不当に

混乱を生じさせる」状況は想定し難いこと、関係省庁に対し万全の対策を講じる

よう求めるなどの意見の内容を踏まえれば、これを議論した本件会議の内容が公

になることで「県民等の間に不当に混乱」が生じるとは考え難いと主張するとと

もに、仮に条例第７条第５号の規定に著しく触れる内容があったとしても、その

部分のみ不開示とすれば足りると主張する。 

しかし、対象公文書の不開示部分は、協議・検討中の情報に該当し、不開示部

分を開示することで、審議途中の未確定な情報が確定した情報と受け取られ、県

民等の間に誤解や混乱を生じさせるおそれがあり、不開示部分を公にすることに

より、一部の意見に焦点が当たり協議・検討が十分でないという意見が出される

など、外部からの干渉、圧力等の影響を受けることなどにより、今後の率直な意

見の交換、意思決定の中立性が損なわれるおそれがあり、条例第７条第５号に該

当することから、不開示とするべきである。 
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   エ さらに、審査請求人は、「ALPS処理水の処分に伴う当面の対策の取りまとめ」

は、本件会議を経て取りまとめられた意見の求めるところはほとんど反映されて

おり、意見の作成から１年以上が経過した時点において、本件会議の議事録等を

公にすることで事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす事情は考え難く、不開

示の理由はないと主張する。 

 しかし、基本方針については、今後も、状況の変化に応じながら、国や東京電

力に対し、県としての立場や意見を申し入れる必要があり、県としての意思決定 

は継続されるものである。 

     このため、１年以上前に開催された本件会議についても、不開示部分は協議・

検討中の情報に該当し、不開示部分を開示することで、県の協議・検討の過程が

明らかになり、今後、国や東京電力に対する追加の申し入れにも影響を与える可

能性が認められ、当事者としての地位を不当に害するおそれがあり、条例第７条

第６号イに該当し、不開示とするべきである。 

(2) 福島県情報公開条例の趣旨目的に鑑みた原決定の不当性について  

ア 審査請求人は、本件会議の議事録等の内容を「財産上の利益」や「当事者とし 

ての地位」を不当に害する記載を含むとは考え難いと主張する。 

  また、仮に不開示事由の規定に著しく触れるような記載が本件会議の議事録等 

にあったとしても、その部分のみに限定して不開示とすれば足りると主張する。 

   イ しかし、不開示内容については公にすることにより、県の方針決定に係る過程 

が明らかになり、今後、国や東京電力に対する追加の申し入れにも影響を与え

る可能性が認められ、当事者としての地位を不当に害するおそれがあり、条例

第７条第６号イに該当することから、不開示としたものである。 

   ウ 審査請求人は、意見がどのような議論を経て取りまとめられたのかについて、 

県民には知る権利があり、特段の理由なく秘匿することは不合理であると主張

する。 

 また、条例第７条第５号は「不当に県民等の間に混乱を生じさせるおそれ」

が不開示情報になりうる旨規定するが、「不当に」でない限り内容は開示され

るべきであり、条例の「県の諸活動を県民に説明する責務」を全うするとして

いる趣旨目的にも反するものと主張する。 

   エ しかし、不開示部分については、県において協議・検討中の情報に該当し、不 

開示部分を開示することにより、審議途中の未確定な情報が確定した情報と受

け取られ、県民等の間に誤解や混乱を生じされるおそれがある。 

   オ また、一部の意見に焦点が当たり協議・検討が十分でないという意見が出され 

るなど、外部からの干渉、圧力等の影響を受けることなどにより、今後の率直

な意見の交換、意思決定の中立性が損なわれるおそれがあり、条例第７条第５

号に該当することから、不開示とするべきである。 

  

第５ 審査会の判断 

１ 公文書の特定について 

 公文書開示請求に記載された内容から、実施機関は対象公文書を特定しており、 
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 本件審査請求は、対象公文書の一部を特定してなされていること、その他公文書の特 

定について争いがないことから、実施機関が行った公文書の特定に誤りはないものと 

判断する。 

 ２ 審査請求の要件について 

    審査請求人は、ALPS処理水の１回目の海洋放出後の令和６年１月29日に本件開示請 

求と同一内容の開示請求を行い、令和６年２月７日開示決定（以下「令和６年処分」 

という。）がなされ、本件不開示部分も含む対象公文書の全てが開示されていること 

から、本件審査請求の要件について検討する。 

 令和６年処分は、本件処分とは別の新たな処分であることから、本件処分について

審査請求をすることは問題ないと考えられる。 

 以上のことから、本件審査請求は要件の充足があるものと判断する。   

 ３ 本件審査請求の対象について 

 審査請求人は、「第１回原子力関係部局長会議 会議開催結果報告書、音声デー 

タ」、「第２回原子力関係部局長会議 会議開催結果報告書、音声データ」及び「原 

子力関係部局長会議についての通知書（第１回、第２回）」の対象公文書に対して審 

査請求をしていると認められることから、対象公文書の不開示部分の不開示事由該当 

性について判断する。 

 なお、音声データについて審査会で内容を確認した結果、「第１回原子力関係部局 

長会議 会議開催結果報告書」及び「第２回原子力関係部局長会議 会議開催結果報 

告書」の各議事録と同じ内容であるため、以下合わせて判断を行う。 

４ 不開示情報の該当性について 

(1) 条例第７条は、「実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る公文書

に次の各号のいずれかに該当する情報が記録されている場合を除き、開示請求者に

対し、当該公文書を開示しなければならない。」と規定している。 

これは、実施機関は、開示請求に係る公文書に同条同号に規定する不開示情報

が記録されている場合を除き、原則として当該公文書を開示しなければならない

という基本的な考え方を定めたものと解される。 

実施機関は、条例第７条第５号及び第６号に該当することを理由として、本件

不開示部分について不開示としているが、審査請求人は本件不開示部分の開示を

求めている。 

(2) 条例第７条第５号について 

 ア 条例第７条第５号の趣旨について 

   条例第７条第５号は、「県の機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体及

び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報

であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が

不当に損なわれるおそれ、不当に県民等の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定

のものに不当に利益を与え、若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの」を不開

示情報として規定している。 

     当該規定は、行政における内部的な審議、検討又は協議が円滑に行われ、適正

な意思決定が損なわれないようにする趣旨である。 
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   そして、条例が広く公文書の開示請求を認める趣旨（条例第５条）であること

から、「不当に」とは、審議、検討又は協議に関する情報の性質に照らし、検討

段階の情報を公にすることによる利益と支障とを比較衡量し、公にすることの公

益性を考慮してもなお、その支障が看過し得ない程度のものである場合をいう。 

また、本号の「おそれ」は、単なる確率的な可能性ではなく、法的保護に値す

る蓋然性が必要と解される。 

イ 条例７条第５号の該当性について 

    対象公文書は、知事、副知事及び各部局長が出席した会議の結果報告書及び配

布資料であり、行政内部における審議、検討又は協議に関する情報に該当する。 

このうち、本件不開示部分は、議事録、音声データ及び配布資料であり、いず

れもマスコミ非公開部分である。 

      実施機関は、本件不開示部分を開示することにより、審議途中の未確定な情報 

が確定した情報と受け取られ、県民等の間に誤解や混乱を生じさせるおそれがあ 

ることや、一部の意見に焦点が当たり協議・検討が十分でないという意見が出さ 

れるなど、外部からの干渉、圧力等の影響を受けることなどにより、今後の率直 

な意見の交換、意思決定の中立性が損なわれるおそれがあることから、条例第７ 

条第５号に該当して不開示としたと主張する。 

ウ そこで、本件不開示部分についてインカメラ審査を行ったところ、以下の点を 

確認した。 

(ア) 本件不開示部分のうち、「第１回会議開催結果報告書内の議事録」につい

ては、基本方針の概要説明が記載されている。 

   「第２回会議開催結果報告書内の議事録」については、配布資料である

「『多核種除去設備等処理水の処分に関する基本方針』の確認・検討結果につ

いて（案）」（以下「配布資料」という。）に関して、県の担当部局長が説明

を加えた内容について記載されている。 

(イ) 配布資料は、基本方針の要約と基本方針の内容について県の各部局にて確

認・検討した結果（以下「確認・検討結果」という。）、さらに県としての

意見（案）について記載がされている配布物である。 

   配付資料のうち、基本方針の要約については、令和３年４月13日付けで国が 

決定した基本方針の内容であるため、開示決定当時明らかな事実であり、本

件決定における開示文書にも含まれている内容である。 

    「確認・検討結果」については、各省庁や東京電力で公表されている予算額

や試験結果に関する報告及び国の基本方針に関する県の対応実績や方針が記載

されている。 

  各省庁や東京電力で公表されている予算額や試験結果に関する報告は、開示 

決定当時明らかとなっている事実に該当する。 

  また、国の基本方針に関する県の対応実績や方針については、知事の記者会 

見等で内容については明らかになっていたものと考えられる。 

  「県としての意見（案）」は公表されてはいなかったものの、会議当日、

福島県知事が経済産業大臣と直接面談し県の意見を伝える予定となっており、 
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本件会議を踏まえて取りまとめられた国への要望と内容において大きな差は

生じていないことから、今後計画が二転三転することが明らかであるような

未成熟な情報であったとまではいえない。 

    加えて、「〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇（〇）福島第一原子力発電所 配置

図」は、令和元年９月27日開催の国の小委員会の資料であるため、開示決定段

階では明らかな情報であったものと認められる。 

エ  実施機関によれば、ALPS処理水の海洋放出に関しては今後も状況に応じて、 

国や東京電力に対して意見の申し入れを継続的に行うことが見込まれ、今後の

率直な意見交換や意思決定の中立性が損なわれるおそれがあると主張する。 

         確かに、福島第一原子力発電所の未曾有の事故に起因するALPS処理水の放出に 

ついては、風評被害や復興への影響等の不確定な要素がある。 

しかし、それは一般的、抽象的なおそれに過ぎず、個別具体的な「おそれ」

の蓋然性について、実施機関による十分説得力のある説明を得ることはできな

かった。 

 また、令和６年処分後に率直な意見交換や意思決定の中立性が実際に損なわ

れたといった事情についても、実施機関による十分説得力のある説明を得るこ

とはできなかった。 

オ  以上のことから、本件不開示決定部分について、これを公にすることにより率 

直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に

県民等の間に混乱を生じさせるおそれがあるものとは認められないものと考え

られ、条例第７条第５号に該当しないと判断する。 

(3) 条例第７条第６号について 

 ア  条例第７条第６号の趣旨について 

      条例第７条第６号は、「県の機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又 

は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすること

により、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事

業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」を不開示事由として規定し

ている。 

  これは、地方公共団体等が行う事務又は事業に関する情報の不開示情報として

の要件を定めたものであり、当該事務又は事業の目的達成又は公正かつ適切な執

行の確保を図るものである。 

 「事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」とは、地方公共団体等

が実施する事務や事業の遂行に対して実質的な支障が生じるものを指す。 

また、本号の「おそれ」は、単なる確率的な可能性ではなく、法的保護に値

する蓋然性が必要と解される。 

 イ  対象公文書は、知事、副知事及び各部局長が出席した会議の結果報告書及び配 

布資料であり、地方公共団体である福島県が行う事務に関する情報に該当する。 

このうち、本件不開示部分は、議事録、音声データ及び配布資料であり、いず 

れもマスコミ非公開部分である。 

       実施機関は、本件不開示部分を開示することにより、県の協議・検討に係る過 
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程が明らかになり、今後、国や東京電力に対する追加の申し入れにも影響を与

える可能性が認められ、当事者としての地位を不当に害するおそれがあるため

条例第７条第６号イに該当することから、不開示とした旨主張する。 

ウ  そこで、本件不開示部分についてインカメラ審査を行ったところ、前記４ 

（２）ウ(ア)及び(イ)のことを認定した。 

エ  実施機関によれば、ALPS処理水の海洋放出に関しては今後も状況に応じて、国 

や東京電力に対して意見の申し入れを継続的に行うことが見込まれ、県の協議

・検討の過程が明らかになることにより、国や東京電力への追加の申し入れに 

影響を与えるおそれがあると主張する。 

確かに、福島第一原子力発電所の未曾有の事故に起因するALPS処理水の放出

については、風評被害や復興への影響等の不確定な要素がある。 

しかし、それは一般的、抽象的なおそれに過ぎず、具体的「おそれ」につい

て、実施機関による十分説得力のある説明を得ることはできなかった。 

また、令和６年処分後に、国や東京電力との交渉について実際に何らかの影

響があり、当事者としての地位が不当に害されたといった事情についても、実

施機関による十分説得力のある説明を得ることはできなかった。 

オ 以上のことから、本件不開示決定部分について、これを公にすることにより

県の協議・検討に係る過程が明らかになり、今後、国や東京電力に対する追加

の申し入れにも影響を与える可能性が認められ、当事者としての地位を不当に

害するおそれがあるとはいえず、条例第７条第６号イに該当しないと判断する。 

 ３ 結論 

   以上のことから、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 ４ 付言 

   審査請求は、迅速かつ公正な手続きの下で行政庁への不服申立てを行うことによる 

国民の権利救済と行政の適正な運営の確保が趣旨となっている。 

   開示決定等について審査請求がなされた際には、福島県情報公開審査会への諮問が

規定されていることから（条例第19条第１項）、審査会への諮問及び審議も迅速な手

続きが求められている。 

他方で、国民の権利救済と行政の適正な運営という重要な事項を取扱うため、迅

速な審議を見据えつつも、拙速なものとならないよう丁寧に審議することが求められ

ている。 

原則的に審査請求があった順に審査を行っているところ、諮問されている事案数

が多数に及ぶ場合や、諮問されている事案の中に極めて大量の公文書の一部開示決定

の当否を判断する必要があるような場合には、審議の開始や答申に時間を要する場合

もあり得る。 

   本件における審議開始の遅延はこのような事情によるところであるが、なお迅速な 

審議に努めていくこととしたい。 

 

第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は、別紙「審査会の処理経過」のとおりである。 
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別紙 

審査会の処理経過 

 

      年 月 日          処 理 内 容 

令和 ４年１０月２７日 

 

・実施機関から諮問書及び弁明書(写)を収受 

 

令和 ６年 ４月１１日 

  （第３３５回審査会） 

・審査請求の経過説明 

・審議 

令和 ６年 ５月 ８日 

 （第３３６回審査会） 

・審議 

令和 ６年 ５月３０日 

 （第３３７回審査会） 

・実施機関から公文書不開示決定理由を聴取 

・審議 

令和 ６年 ６月２０日 

 （第３３８回審査会） 

・審査請求人による意見陳述 

・審議 

令和 ６年 ７月１８日 

 （第３３９回審査会） 

・審議 

 

令和 ６年 ８月 １日 

 （第３４０回審査会） 

・審議 

 

令和 ６年 ８月２８日 

 （第３４１回審査会） 

・審議 

 

令和 ６年 ９月１１日 

 （第３４２回審査会） 

・審議 

 

令和 ６年１０月 ３日 

 （第３４３回審査会） 

・審議 
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